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平成２９年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に

基づき審査に付された、健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる

書類を審査したので、次のとおり意見書を提出します。



１ 審査の概要

となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

２ 審査の結果

（１） 総合意見

いずれも適正に作成されているものと認められた。

【財政健全化判断比率年度別推移表】

（２） 個別意見

①実質赤字比率について

②連結実質赤字比率について

り、健全性は保たれている。【表1】参照

③実質公債費比率について

香川県内自治体の中で特に順位の低い実質公債費比率については、当該比率の

低減に更に努められたい。【表2】参照

平成２９年度健全化判断比率審査意見書

財政健全化の審査に当たっては、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

健全化判断比率 平成27年度 平成28年度 平成29年度 早期健全化基準

①実質赤字比率 △ 5.82％ △ 4.45％ △ 4.82％ 12.77％

平成２９年度の連結実質赤字比率は、一般会計等３会計、公営事業会計６会計及

廃止）の計１５会計で△19.40％と黒字であり、当市の早期健全化基準17.77%を下回

17.77％

③実質公債費比率 13.5％ 12.9％ 12.5％ 25.0％

④将来負担比率 △ 25.3％ △ 41.9％ △ 42.5％ 350.0％

平成２９年度一般会計等（普通会計）の実質収支額は、731,674千円（対前年度

37,951千円減、△19.4％減）で、実質赤字比率は△4.82％の黒字である。

当市の早期健全化基準12.77％を下回り、健全性は保たれている。【表1】参照

び法適用公営企業会計２会計、法非適用公営企業会計４会計（簡易水道事業会計は

②連結実質赤字比率 △ 21.15％ △ 20.30％ △ 19.40％

平成２９年度の実質公債費比率（３か年平均）は12.5％で、前年度の12.9％より

△0.4ポイント減少（改善）しており、早期健全化基準の25.0％の範囲内である。

これは、実質的な公債費の額は増加したものの、一部事務組合の地方債に充てた

と認められる負担金が減少したことによる。
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④将来負担比率について

（改善）しており、早期健全化基準の350.0％を下回り、健全性は保たれている。

（３） 是正改善を要する事項

　特に指摘すべきことはない。

平成２９年度の将来負担比率は△42.5％で、前年度の41.9％から0.6ポイント減少

【表3】参照
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【表1】　実質・連結実質赤字比率年度別推移表 （単位：千円）

平成２８年度 平成２９年度 平成２４年度比

実質収支額

685,286 667,031 41,673
一般
会計
等

一般会計 625,358 796,498 858,694 955,173

項　　目
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

一般会計等に
属する特別会
計

共通商品券発行事業特別会計 55,561 27,404 27,599 36,564 22,847 20,356 △ 35,205

建設残土処分場事業特別会計 △ 153,102 △ 151,644 △ 143,509 △ 65,897 △ 14,410 44,287 197,389

731,674 203,857

標 準 財 政 規 模 16,472,534 16,492,024 16,077,515 15,885,722 15,565,471 15,167,682 △ 1,304,852

小　　　　　　　計 527,817 672,258 742,784 925,840 693,723

4.82％ 1.62％

一般会計等以外
の特別会計のう
ち公営企業に係
る特別会計以外
の会計

国民健康保険事業特別会計 94,915 136,206 107,865 138,938 205,871 272,235

実質黒字・赤字比率 3.20％ 4.07％ 4.62％ 5.82％ 4.45％

177,320

4,411 3,125

介護保険事業特別会計 63,074 25,765 58,225 89,752 99,951 40,662 △ 22,412

後期高齢者医療事業特別会計 1,286 2,463 1,448 540 4,804

17,525 14,058

多和診療所事業特別会計 581 601 510 459 469 460 △ 121

介護サービス事業特別会計 3,467 4,783 7,394 12,496 15,694

469 △ 3,306

資金不足・剰余額

法適用企業
病院事業会計 1,402,569 1,332,468 1,287,170 1,108,521 992,996

津田診療所事業特別会計 3,775 183 414 442 457

833,704 △ 568,865

水道事業会計 989,272 886,374 1,013,476 1,078,515 1,142,458 1,038,063 48,791

2,575 2,780 983

農業集落排水事業特別会計 1,019 730 870 816 848 782

公共下水道事業特別会計 1,797 31,715 2,488 2,346

△ 237

767 523 703 780 859 880 113

385 0 0 △ 301

3,359,835 3,160,741

193 181

小　　　　　　　計 2,562,835 2,421,973 2,480,873 2,433,995 2,467,018 2,212,164 △ 350,671

法非適用企業

観光事業特別会計 12 13 5 5 36

簡易水道事業特別会計 301 149 305

漁業集落排水事業特別会計

2,943,838 △ 146,814

標 準 財 政 規 模 16,472,534 16,492,024 16,077,515 15,885,722 15,565,471 15,167,682 △ 1,304,852

合　　　　　　　計 3,090,652 3,094,231 3,223,657

19.40％ 0.64％連結実質黒字・赤字比率 18.76％ 18.76％ 20.05％ 21.15％ 20.30％
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【表2】　実質公債費比率年度別推移表 （単位：千円）

②

⑥

⑦

⑧

⑫

⑬

⑭

①
元利償還金の額（繰上償還額等を
除く）

3,803,530 3,601,826 3,626,293 3,362,746

平成２８年度 平成２９年度 平成２４年度比

3,147,571 3,169,347 △ 634,183

項　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

積立不足額を考慮して算定した額 0 0 0 0 0 0 0

③
満期一括償還地方債の１年当たり
の元金償還金に相当するもの

0 0 0 0 0 0 0

1,543,074 1,438,254 276,701

⑤
一部事務組合等の起こした地方債
に充てたと認められる補助金又は
負担金

365,307 340,754 265,202 231,455 249,806

④
公営企業に要する経費の財源とす
る地方債の償還の財源に充てたと
認められる繰入金

1,161,553 1,341,770 1,352,529 1,410,271

77,853 △ 287,454

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 16,544 7,016 4,985 5,092 6,196 6,463 △ 10,081

103 △ 373

小　　　　　　　計 5,347,410 5,291,450 5,249,096 5,009,633 4,946,724 4,692,020 △ 655,390

一時借入金の利子 476 84 87 69 77

△ 262,891
事業費補正により基準財政需要額
に算入された公債費（純元利償還
金に係るものに限る）

658,500 666,349 652,047 639,149

78,732 △ 131,891

⑨

事業費補正により基準財政需要額
に算入された公債費

234,768 229,062 215,758 179,802

630,377

特定財源の額 210,623 134,485 118,560 97,296 87,587

2,412,133 339,090
災害復旧費等に係る基準財政需要
額（純元利償還金に係るものに限
る）

123,406 123,458 123,441 124,392

⑩

災害復旧費等に係る基準財政需要
額

1,949,637 2,087,594 2,339,623 2,333,277

58,155 △ 5,447密度補正により基準財政需要額に
算入された元利償還金（地方債の
元利償還金額を基礎として算入さ
れたものに限る）

52,331 70,741 76,528 84,276

⑪

密度補正により基準財政需要額に
算入された元利償還金

11,271 10,863 10,961 10,954

3,179,397 △ 61,139

分子合計{（①～⑦）- ⑧ -（⑨～⑪）} 2,106,874 1,968,898 1,712,178 1,540,487 1,588,655 1,512,623 △ 594,251

小　　　　　　　計 3,240,536 3,322,552 3,536,918 3,469,146 3,358,069

6,771,057 797,608

普通交付税額 9,373,424 9,281,137 8,845,212 8,170,871 7,881,890 7,700,794 △ 1,672,630

標準税収入額等 5,973,449 6,130,973 6,275,597 6,897,790 7,023,608

15,885,722 15,565,471 15,167,682 △ 1,304,852

臨時財政対策債発行可能額 1,125,661 1,079,914 956,706 817,061 659,973

12,067,017 △ 1,375,604

実質公債費比率（単年度） 15.673% 14.799% 13.525% 12.310% 12.921% 12.535% △3.138%

分母合計{⑫+⑬+⑭ -（⑨～⑪）} 13,442,621 13,303,957 12,659,157 12,513,872 12,294,989

695,831 △ 429,830

小　　　　　　　計 16,472,534 16,492,024 16,077,515

12.5% △4.8%実質公債費比率（３か年平均） 17.3% 16.0% 14.6% 13.5% 12.9%

775,784

2,425,227

69,471
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【表3】　将来負担比率年度別推移表 （単位：千円）

項　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成２４年度比

将
来
負
担
額

地方債の現在高 25,574,897 25,758,481 25,231,545 24,367,377 23,789,320 24,964,765 △ 610,132

債務負担行為に基づく支出予定額 2,116,293 798,041 788,818 700,435 696,899 592,962 △ 1,523,331

12,272,748 △ 2,617,270

組合等負担等見込額 1,079,598 747,291 583,969 766,990 507,188 447,028 △ 632,570

公営企業債等繰入見込額 14,890,018 14,432,109 13,686,262 12,975,637 12,410,436

2,212,702 △ 1,038,894

設立法人の負債額等負担見込額 14,198 413 0 0 0 0 △ 14,198

退職手当負担見込額 3,251,596 2,947,765 2,637,676 2,542,557 2,368,168

0 0

組合等連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 0 0 0 0

連結実質赤字額 0 0 0 0 0

40,490,205 △ 6,436,395

充
当
可
能

財
源
等

充当可能基金 10,358,931 11,123,130 12,185,304 12,938,409 13,915,093 14,309,284

合　　　　計（Ａ） 46,926,600 44,684,100 42,928,270 41,352,996 39,772,011

3,950,353

充当可能特定歳入 831,052 823,820 749,505 624,959 472,652 382,024 △ 449,028

30,927,803 186,270

合　　　　計（Ｂ） 41,931,516 43,361,351 44,315,767 44,528,844 44,926,493 45,619,111 3,687,595

基準財政需要額算入見込額 30,741,533 31,414,401 31,380,958 30,965,476 30,538,748

3,418,358 3,371,850 3,270,482

△ 5,128,906 △ 10,123,990

標準財政規模（Ｃ） 16,472,534 16,492,024 16,077,515 15,885,722 15,565,471 15,167,682 △ 1,304,852

合計（Ａ）－合計（Ｂ） 4,995,084 1,322,749 △ 1,387,497 △ 3,175,848 △ 5,154,482

△ 42.5％ △ 79.6％将 来 負 担 比 率 37.1％ 9.9％ △ 10.9％ △ 25.3％ △ 41.9％

3,100,665 70,752

標準財政規模（Ｃ）－算入公債費等の額（Ｄ） 13,442,621 13,303,957 12,659,157 12,513,872 12,294,989 12,067,017 △ 1,375,604

算入公債費等の額（Ｄ） 3,029,913 3,188,067
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※各市の値は、香川県市町行財政要覧から引用した。
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１ 審査の概要

なる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

２ 審査の結果

（１） 総合意見

ずれも適正に作成されているものと認められる。

注意）　「資金不足額・剰余額」は、資金不足の場合、負の値で表示している。

（２） 個別意見

①資金不足比率について

　今後とも引き続き経営健全化に努められたい。

（３） 是正改善を要する事項

　 特に指摘すべきことはない。

水道事業会計 1,038,063千円 －

　平成２９年度の資金不足額・剰余額は、全特別会計で黒字である。

観光事業特別会計 193千円 －

病院事業会計 833,704千円 －

漁業集落排水事業特別会計 880千円 －

公共下水道事業特別会計 2,780千円 －

農業集落排水事業特別会計 782千円 －

平成２９年度公営企業会計資金不足比率審査意見書

経営健全化の審査に当たっては、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎と

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、い

記

公営企業会計の名称 資金不足額・剰余額 資金不足比率

8 


